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報告へのコメントと質問 福⼭市⽴⼤学 清原昭⼦

現⾏基本法の基本理念⾒直しの⽅向と報告の関係
基本法検証部会と本⽇の報告での議論より

2（杉中報告スライド2）

⽵⽥報告

上⽥報告

杉中報告

各報告における
共通の項⽬︓
FAOが定義する
⾷料安全保障の
確保のために
現⾏基本法とそのも
とでの施策を
検討する



FAOの⾷料安全保障の4つの要素と報告の関係
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⽵⽥報告

上⽥報告

（杉中報告スライド3）

①平時の⾷料安全保障は誰にとってのどんな問題か
• 「4⾷料施策の⾒直しの⽅向」（第11回検証部会「今後の展開⽅向（⾷料政策）」説明資料p.13-14）
（1） ⾷品アクセス（国⺠⼀⼈⼀⼈の⾷料安全保障、⾷品流通問題）
関係省庁等と連携し、円滑な⾷品アクセスを確保するため、産地から消費地までの幹線物流の効率化や、消費地における地

域内物流の強化など、⾷品流通上の課題への対応を強化していくほか、地域ごとに、様々な⾷品アクセスに関する課題や実態を
把握するとともに⾷に関する関係者が連携する体制の構築を⽀援する。国⺠の健康な⾷⽣活を確保する⽴場から⾷品関連事
業者やフードバンク等の役割を明確にするとともに、フードバンクやこども⾷堂などの活動の⽀援を強化する必要。
→⾷料品アクセスは、交通弱者、経済的弱者だけの問題ではないことの確認と、施策が提⽰されている。

Q.地域の⾷品製造業・流通業・⼩売業を社会インフラと位置づけている。
具体的施策はどのようなものが考えられるか︖他省庁との関わりはどうなるか︖ （杉中報告への質問）

• （上⽥報告スライド6）現在の⾷料政策の評価（第4次計画「⾷料の安定供給の確保」施策）
→①に挙げられているのは存続⾃体は課題となっていないような⾷品関連事業者に対する施策ではないか。

• （上⽥報告スライド15） 誰もが「⾷料品アクセス」の問題に直⾯する可能性があることを⽰唆している。
Q. スライドp.17に⽰される政策の体系化には、誰にでも起こりうることを前提とした施策（＝地域の⾷品製造業、流通業、
⼩売業の存続に関わる施策≠効率化）も含まれるのではないか︖ （上⽥報告への質問）
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②適正な価格はどのように形成されるべきか。
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• 「4 ⾷料施策の⾒直しの⽅向」（第11回検証部会説明資料p.16）
(2) 適正な価格形成のための施策
⾷料安全保障のためには、需要に応じて⽣産された農産物等の適正な価格形成が必要であり、その実現に向けて、フード

チェーンの各段階でのコストを把握し、それを共有し、⽣産から消費に⾄るフードシステム全体で適正取引が推進される仕組みの
構築を検討する。また、適正価格について、消費者や事業者も含めた関係者の理解醸成に向けた施策も必要。

Q. Egalim法,Egalim２法の考え⽅をわが国のフードチェーンに適⽤するにはどのような障壁があるか。
適⽤の⼿がかりになるような品⽬や仕組みはあるか︖（杉中報告への質問）

Q.フランスでは消費者や事業者の理解はどのように醸成されたのか。（杉中報告への質問）

③⾷料安全保障のためのコスト（農業⽣産基盤関係）を誰が負担するのか。
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• （⽵⽥報告）農村の⽣産基盤の持続的管理について、 2種類のコストを提⽰している。
・⾷料⽣産のための⽣産基盤維持のためのコスト →第8回検証部会と対応
・⾷料⽣産がもたらす環境負荷の削減のためのコスト →第7回検証部会と対応

（⽵⽥報告スライド12）農業⽔利施設についての検証部会の議論の特徴として、末端⽔利施設の持続性について触れたこ
とを評価している。
Q.中⼭間農業地域での⽔利組合、集落、農業者による管理という、「公」の要素が⼊りにくい領域への議論の重要性を
指摘したと理解して良いか︖（⽵⽥報告への質問）

Q.スライド13の農業⽔利施設に関する②投資の意思決定問題（検証部会で指摘されず）はどのように考えるべきか。
議論の材料になる研究・情報があれば提⽰していただきたい。 （⽵⽥報告への質問、検証部会への投げかけ）

（⽵⽥報告スライド21-22）
環境改善の費⽤に関する「レファレンスレベル（農家と社会の責任分界線）」について、分界の線の具体例が⽰されている。
→⾷料⽣産がもたらす環境負荷の削減のためのコストを、誰が、どの範囲で負担するのかについての議論（または理念）が
必要ではないか。 （セッションへの投げかけ）



④ 都市、都市住⺠、地⽅公共団体をどう位置づけるか。
• 現⾏法の「地域」は「農村」であり、⼈⼝の70％（国勢調査）を占める「都市」は念頭におかれていない。
農業施策、都市のフードシステム強化施策を別々に展開するのではなく、「地域圏（territoire）」という範囲で両者の課題
解決につなげること（上⽥報告スライド8）
Q.（上⽥報告スライド11-12）フランスでの地域圏を軸とした「⾷料政策」における主導⼒（公共主体、アソシエーション、
専⾨職業者）は、京都市での事例ではどのような主体であるか、紹介いただきたい。
とくに、アソシエーション、専⾨職業者について。

• （上⽥報告スライド16）「地域圏⾷料プロジェクトPAT」からの⽰唆において、現⾏法下における「地⽅公共団体の主導性
発揮のための枠組み」の再検証の必要性を指摘している。
Q.下線部は具体的にどのような点に着⽬して、検証すべきか︖（上⽥報告への質問）

地⽅公共団体における⼈的資源、職員の専⾨性の確保・維持への配慮は必要ではないだろうか。
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